
 

 

 

2023年 7月 6日 

株式会社 鹿児島銀行 

 

有限会社竹下建設様の『ＳＤＧｓ宣言』策定支援について 

 

鹿児島銀行（頭取 松山 澄寛）では、お客さまとともに地域の課題解決を図り、持続可能な地域社会の実現

に向け、「かぎんＳＤＧｓ宣言書作成支援サービス」を取り扱っております。 

今般、有限会社竹下建設（代表取締役 竹下 裕二）様が『ＳＤＧｓ宣言』を策定されましたので、下記のと

おりお知らせします。 

当行は、地域におけるＳＤＧｓの達成に向けた取り組みを支援し、お客さまとともに地域課題の解決を図り、

地域発展および持続可能な地域社会づくりに貢献してまいります。 

 

記 

 

<企業概要> 

発行会社  有限会社竹下建設 

所在地 宮崎県えびの市上江 537番地 2 

代表者  竹下 裕二 

事業内容 一般土木建設工事業 

    ※『ＳＤＧｓ宣言』の内容については、別紙をご参照ください。 

 

以上                                             

 

 

【ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）持続可能な開発目標】 

2015年 9 月の国連サミットで採択された具体的行動指針。 

2030年までに解決すべき、世界的優先課題に掲げた 17 のグローバル 

目標と、それらを達成するための具体的な 169のターゲットで構成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

鹿児島銀行 地域支援部 経営コンサルティング室 

TEL：099-248-8780（ダイヤルイン） 



□ 地域に根付き、地域社会・地域の皆さまの暮らしに貢献

宣言 〇 地域社会、地域の皆さまへの貢献活動をこれからも行っていきます。

〇 地域の環境を大切に、これからも環境保全に努めます。

〇 地域発展、地域住民の暮らしに貢献できる工事を行っていきます。

具体的な取り組み 〇 学校 ・ 福祉施設等への寄附 ・ 寄贈を通じ、地域の皆さまへ貢献

〇 ＣＯ２排出量の抑制、地域環境整備の実施

〇 実際に利用される地域住民の声を聞き、工事に活かせるように努めます

□ 「 あたりまえ 」 に徹底的に 「 こだわります 」

宣言 〇 工事規模の大小にかかわらず、全ての仕事を一つ一つ丁寧に行います。

〇 「あたりまえ」にすべきことを、「あたりまえ」に毎日、必ず行います。

〇 代表者、社員が常に勉強し、技術の向上に努めます。

具体的な取り組み 〇 「品質至上」にこだわり、全ての工事を真剣 ・ 真摯に施行

〇 「あたりまえ」に求められる、安全 ・ 品質を常に必ず確保

〇 新技術、新工法など、皆さまのお役に立てる技術を代表者が率先して取得

□ 社員のスキルアップ、がんばりを全力で応援

宣言 〇 社員の資格取得、スキルアップを全力で支えます。

〇 努力にしっかりと「給与」で応えます。

〇 社員が「健康に頑張れる」よう健康経営に努めます。

具体的な取り組み 〇 資格取得試験の受験にあたり、受験費用を全額負担

〇 社員の「がんばり」を正当に評価する評価体制の導入

〇 毎年、社員が健康診断を受けるよう受診料を補助

有限会社 竹下建設
ＳＤＧｓ宣言

有限会社 竹下建設
代表取締役社長 竹下 裕二

当社は、国連が提唱する「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」に賛同し、経営理念である
「 地域密着で寄り添う高品質な土木工事 を提供します 」を体現するため、ＳＤＧｓの達成に向け、
下記の取り組みを実施していくことを宣言します。

ＳＤＧｓ達成に向けた取り組み

×

2023年7月6日

【 作成支援 】



 

〈商品概要〉 

名称 かぎんＳＤＧｓ宣言書作成支援サービス 

対象店舗 全営業店 

対象企業 全事業先 

取扱開始日 2022年 1月 31日（月） 

サービス内容 

ＳＤＧｓへの取り組み状況の確認と必要対応事項の整理から、対外ＰＲ支援までを実施。 

宣言書作成後、ＳＤＧｓの達成に向け、具体的なソリューションメニューのご紹介を行う

ことができます（一部有償メニューを含む） 

（１）ヒアリングシートに基づくＳＤＧｓへの取り組み状況の把握・分析（※1） 

（２）ヒアリング結果に対する評価とフィードバック 

（３）ＳＤＧｓ宣言書の策定（※2） 

（４）希望に応じ、当行からニュースリリースを実施 

※1. 経済産業省関東経済産業局講評の「ＳＤＧｓの観点で市場・社会から期待される 

基本的な事項」をもとに作成したオリジナルチェックシートを使用します。 

※2. ホームページへの掲載などに使用可能なＰＤＦファイルにてご提供いたします。 

商品開発協力 三井住友海上火災保険株式会社、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 

手数料 
ニュースリリースあり 220,000 円（消費税込） 

ニュースリリースなし 110,000 円（消費税込） 

                                            

以上 

 


